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第８次三重県医療計画策定のスケジュール（案）について 

 

現行の第７次三重県医療計画の計画期間は令和６（2024）年３月 31 日までと

しています。 

次期計画となる第８次三重県医療計画の策定に当たっては、令和５（2023）

年３月末までに国から医療計画策定指針等の通知がされる見込みであり、各通

知等に基づいて、令和５（2023）年度に３回程度、各関係部会・協議会等を開催

し、令和６（2024）年２月を目途に取りまとめを行う予定です。 

 

 

１ ５疾病・６事業等＊検討内容 

○ 各疾病・事業圏域 

○ 現状・課題 

○ 数値目標・施策 等 

 

＊５疾病６事業等 

  がん、脳卒中、心筋梗塞等の心血管疾患、糖尿病、精神疾患の５疾病、 

救急医療、災害時における医療、へき地の医療、周産期医療、小児医療 

(小児救急医療を含む)、新興感染症発生・まん延時における医療の６事業

および在宅医療 

 

２ 次期計画の計画期間 

令和６（2024）年度から令和 11（2029）年度までの６年間 

（令和８（2026）年度中に必要な中間見直しを実施） 

 

３ 第８次三重県医療計画策定に向けたスケジュール（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料５ 

２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

意見聴取

医療審議会

関係部会

協議会等

令和４年度 令和５年度

第２回会議
第１回会議

（方向性の検討等）
第２回会議
（中間案）

第３回会議
（最終案）

第１回会議 第２回会議 第３回会議

パブリックコメント、市町、

保険者協議会等への意見聴取

※ 部会等によって開催時期・回数の変動あり
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令和４年 12月 28 日第８次医療計画等に関する検討会 

「第８次医療計画等に関する意見のとりまとめ」（抜粋） 

 

救急医療 

① 見直しの方向性 

○ 増加する高齢者の救急や、特に配慮を要する救急患者を受け入れるた

めに、地域における救急医療機関の役割を明確化する。 

○ 居宅・介護施設の高齢者が、自ら意思に沿った救急医療を受けられる

ような環境整備を進める。 

○ ドクターヘリ・ドクターカーについて、地域においてより効果的な活

用ができるような体制を構築する。 

○ 新興感染症の発生・まん延時において、感染症対応と通常の救急医療

を両立できるような体制を構築する。 

 

② 具体的な内容 

（救急医療機関の役割） 

○ 高齢者の救急搬送が増加していく中で、初期救急医療機関は、主に独

歩で来院する自覚症状が軽い患者への夜間及び休日における外来診療

を担い、第二次救急医療機関は高齢者救急をはじめ地域で発生する救急

患者の初期診療と入院治療を主に担い、第三次救急医療機関は重篤患者

に対する高度な専門的医療を総合的に実施することを基本としつつ、複

数診療科の介入を要する症例や診断が難しい症例等、他の医療機関では

治療の継続が困難な救急患者の診療を担う。 

○ 特に高齢者の患者が帰宅する際には、受診後に安心して生活できるよ

う、生活上の留意点に関する指導や、必要な支援へのつなぎを進める。 

○ 精神疾患を有する患者・小児・妊婦・透析患者等、特に配慮を要する

患者を受け入れる医療機関についてあらかじめ地域の実情に応じて検

討する。 

（高度救命救急センター等の体制整備） 

○ 高度救命救急センター等の地域の基幹となる救急医療機関は、平時か

ら、重症外傷等の特に高度で専門的な知識や技術を要する患者へ対応可

能な医師・看護師等の人材の育成・配置、院内の体制整備を行い、地域

における重篤患者を集中的に受け入れる役割を担う。また、厚生労働省

が実施する外傷外科医等養成研修事業を活用して、テロ災害発生時等に

おける銃創や爆傷等にも対応ができる体制を構築する。 

（高次の医療機関からの転院搬送の促進） 

○ 高次の医療機関からの必要な転院搬送を促進する。具体的には、受け

入れ先となる医療機関と、患者を受け入れる際に必要な情報や受け入れ

可能な時間帯、搬送方法等についてあらかじめ共有しておく。 

○ 高次の医療機関からの転院搬送を行う場合には、医療機関が所有する
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搬送用車両等の活用を進める。 

（相談体制等の整備） 

○ 患者ができるだけ救急外来を受診しなくても済むよう、引き続き地域

におけるプライマリケアをすすめるとともに、♯7119、♯8000 等によ

る医療機関の受診や救急車の要請に迷う場合の相談体制の整備を推進

する。 

（居宅・介護施設の高齢者の救急医療） 

○ 医療関係者、介護関係者は、地域包括ケアシステムや ACP に関する

議論の場等において、患者の希望する医療について必要な時に確認でき

る方法について検討する。 

○ 自治体や医療従事者等は、患者や家族が、人生の最終段階においてど

のような医療を望むかについて日頃から話し合うことを促す。 

○ ACP に関する議論や救急現場における心肺蘇生を望まない心肺停止

患者への対応方針等は、例えば、救急医療の関係者や地域包括ケアの医

療・介護関係者、消防関係者等地域の関係者がそれぞれ実施する会議を

合同で開催するなどにより、地域の実情に応じ地域の多様な関係者が協

力して検討する。 

（ドクターヘリ・ドクターカー） 

○ 都道府県は隣接都道府県と協議し、ドクターヘリが同時に要請された

際や、都道府県境付近の患者からの要請時に、より効率的な対応ができ

るような広域連携体制を構築する。 

○ ドクターカーについては、地域にとって効果的な活用方法を検討する

ため、まずは、全国の様々な運行形態を調査し、救急医療提供体制の一

部としてより効果的に活用する。 

（新興感染症の発生・まん延時における救急医療） 

○ 救急患者を受け入れるために必要な感染対策を講じることができる

人材を平時から育成する。 

○ 医療機関は、救急外来の需要が急増した際に外来機能を拡充する方法

について平時から検討する。 

○ 救急外来を受診しなくても済むような電話等による相談体制（#7119、

#8000 等）及びオンライン診療を実施する体制を平時から充実させ、新

興感染症のまん延により救急外来の需要が急増した際にも対応可能な

体制を整備する。 

○ 新興感染症の発生・まん延時に、救急医療機関が、通常の救急患者に

対しても適切な医療を提供できるよう、第二次救急医療機関や第三次救

急医療機関、および地域全体において必要な体制を構築する。 

○ 精神疾患を有する患者・小児・妊婦・透析患者等、特に配慮を要する

患者を含め、新興感染症の発生・まん延時に受け入れる医療機関につい

てあらかじめ地域の実情に応じて検討する。例えば、いったん患者を幅

広く受け入れ必要な初療を行った上で、入院が必要な際には他の医療機
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関に転院させる外来機能に特化した医療機関の整備や、患者や医療人材

を集めて対応する大規模な医療機関の整備、第二次救急医療機関や第三

次救急医療機関に患者を分散して対応する体制等、地域の実情に応じた

体制を平時から検討する。 

 

③ 指標の見直し（例） 

・ 心原性心肺機能停止傷病者（一般市民が目撃した）のうち初期心電図

波形が VF又は無脈性 VTの一ヶ月後社会復帰率を追加 

・ 心肺蘇生を望まない心肺停止患者への対応方針を定めている消防本部

の割合を追加 

・ 救命救急センターの応需率を追加 

 

 


